「健康産業創出システム構築事業」企画提案公募にかかる質問事項
	
	質問内容
	回　答

	１
	様式４「事業実績申告書」に記載する業務と業務を遂行した年度に条件はあるのか。
	本事業類似の業務実績がある場合は記載してください。
業務遂行年度は特に条件はございません。

	２
	様式４「事業実績申告書」に資料添付は可能か。
	記載した事業の概要等を補う資料があれば添付していただいても結構です。

	３
	「法人税申告書・地方法人税申告書」の写しは通常社外には出していないので、代替資料として「納税証明書」の提出でも認めてもらえるか。
	事務局及び選定委員会以外へは公表しませんので、「法人税申告書・地方法人税申告書」の写しをご提出ください。

	４
	提出書類は、正本１部、副本６部をそれぞれＡ４ファイルに綴って提出するということでよいか。
	そのとおりです。１部のみ提出を求めている資料については、正本のファイルに綴ってください。

	５
	質問の受付から回答まで営業日でどのくらいの時間がかかるのか。
	目安は特に設けていませんが、質問受付後、速やかにホームページに回答を掲載します。

	６
	国立健康・栄養研究所との連携方法については、特に定められたものはなく、自由提案ということか。
	そのとおりです。

	７
	様式１「応募申込書」、様式２「企画提案書」は、副本分にも企業名を記載して提出するのか。
	正本と同じものを提出してください。なお、選定委員会においては、事業者名を伏せさせていただきます。

	８
	様式２「企画提案書」に記載するべき内容について、別紙で提出することは可能か。
	可能です。

	９
	府内の健康関連企業とは、府内に本社がないといけないのか。全国規模の会社で研究所が大阪にある会社もあるが、そういったところも対象になるのか。
	府内に研究所など拠点をお持ちの企業も対象となります。

	10
	公募要領　８　契約手続き　（３）に記載のある「精算払い」とは事業完了後に契約金の支払いをするということか。
	仕様書　５　スケジュール記載のとおり、３月末の選定・報告書の提出後、契約金を一括してお支払いさせていただきます。

	11
	委託の対象となる費用はどのようなものか。
	この事業の委託範囲にかかる費用の全てが対象となります。費用内訳については様式３に記載してください。

	12
	選定される事業は１件か。
	１件です。

	13
	大学・研究機関については府内の機関に限定しているのか。経営母体（国公立・私立等）についての限定はあるのか。
	大学・研究機関については府内に限定はしていません。経営母体についても限定はしていません。

	14
	様式２「企画提案書」４　アピールポイントについては、同欄に記載の項目に沿って作成するということでよいか。
	そのとおりです。

	15
	このような事業の企画提案公募は過去にされたことはあるか。
	今回が初めてです。

	16
	この事業について、来年度も募集を行うのか。行う場合、改めて公募を実施するのか。
	来年度以降については未定ですが、３年以内のシステム構築をめざしています。来年度事業を継続する場合、改めて公募を行うのか、今年度採択事業者に引き続き委託をするかは未定です。

	17
	公募要領　４　応募の手続き　（２）応募書類　に記載のある「法人税申告書・地方法人税申告書の写し」は、平成28年度分を提出しないといけないのか、27年度分ではいけないか。
	特に年度の指定はしておりませんので、直近の年度で提出可能なものを提出してください。

	18
	公募要領　４　応募の手続き　（２）応募書類　に記載のある「納税証明書」は、平成28年度分を提出しないといけないのか。
	提出していただく書類は「未納がないことの証明」で、具体的には府税については『府税及びその附帯徴収金に未納の徴収金のないことの証明書』、消費税及び地方消費税については『納税証明書「その３の３」』となります。
証明日現在で滞納がないことの証明になりますので、当該証明書には年度の指定はございません。発行日から３ヶ月以内のものをご提出ください。


	19
	公募要領　４　応募の手続き　（２）応募書類　に記載のある「法人税申告書・地方法人税申告書の写し」は、申告書別表１（１）のみの提出でよいか。
	「法人税申告書・地方法人税申告書の写し」は、公募要領　７　審査の方法　（２）審査基準中、「安定的に業務を遂行できるか」についての詳細な審査を行うために、財務諸表の補足資料としてご提出いただくものですので、以下の書類をご提出ください。
・申告書別表１（１）
・申告書別表４
・申告書別表５（１）
なお、ご提出いただいた「法人税申告書・地方法人税申告書の写し」は、選定委員会終了後回収し、ご返却いたします。


